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年 4 月 1 日，琉球政府が発足します。日本から沖縄に行くには，パスポートが
必要でした。沖縄での通貨はドル，車は右側通行でした。そして沖縄現代史の




































ここで日米関係年表に戻っていただきますと，敗戦後の 1945 年から 1970
年頃までを，第 2 の開国期と歴史家たちは呼んでいます。この期間は，第 1 の
開国期の半分です。それだけ世の流れが早くなったとも言えます。第 1 の開国
の時は 1853 年から 1905 年に日露戦争が終わるまでの約 50 年間でした。です


































































さてニクソンショックから 10 年後，日米関係年表の一番下の 1981 年 1 月
のところをご覧下さい。日米両政府，民間人 4 人ずつから成る賢人会議を設置
とありますね。これは 1979 年 5 月 2 日に行われた大平正芳首相とジミ ・ーカー
ター大統領との日米首脳会談の共同声明に基づいて設けられたものでした。賢
人会議というのはマスコミが用いた俗称で，正式名称は日米経済関係グループ


























































15 年前に沖縄で起きた，米軍兵士 3 人による忌まわしい少女暴行事件が発端
でした。それは小学 6 年生の 12 歳の女の子を，沖縄に駐留していたアメリカ
の海兵隊員 3 人が車で連れ去り暴行したという事件でした。これを機に戦後
50 年間，過密な基地にあえいできた沖縄県民の鬱憤が一挙に爆発しました。



































7000 万ドルかかる見込みなので，そのうち 75% を負担せよというのが，当初
の要求でした。それを 59%，金額にして 60 億 9000 万ドルに値切ったのが，





















































じ敗戦国のドイツを含むヨーロッパでは，米軍が 3 分の 1 に減りました。また
ドイツでは地位協定を改定して主権の回復を実現しました。在韓米軍も 4 分の
3 に減りました。しかし，在日米軍は減っていません。日本には米軍基地が全
国 84 ヶ所にあり，基地の面積は約 1,010 平方キロ（東京 23 区の 1.6 倍），そ
こに約 4 万人の米軍兵士がいます。アメリカが世界に展開している大規模な海















年度には 2756 億円に達しました。今年度（2010 年度）は 1881 億円に減って
はいます。日本は思いやり予算のほかにも基地周辺対策費や用地賃貸料を負担
しており，今世紀に入ってから米軍基地経費の日本側負担は，年平均にして約















































ようと言ってくれてもいいのではないかと思います。アメリカには A friend in 








































　沖縄県の面積は 2,271 平方キロ，日本全体の 0.6% にすぎません。その沖縄
県に在日米軍基地面積の 74.2% が集中しているのです。今年は第 2 次世界大





























（military － industrial complex）とは，軍部と軍需産業の癒着構造を意味し，常
に戦争を求める国家の原動力となっています。およそ半世紀前のアメリカの大
統領アイゼンハワーが，退任演説で初めて使った言葉です。アイゼンハワーは，
第 2 次世界大戦におけるアメリカ最大の英雄で，ヨーロッパ戦線で連合国軍の
最高司令官をつとめたという経歴の持ち主です。その軍人あがりの大統領が，
軍産複合体の台頭に対し，警鐘を鳴らしたのです。彼は次のように述べました。
「巨大な軍事機構と大軍需産業との結合という事態は，これまでのアメリカに
はなかった新しい事態である」。「我々は政府部門で軍産複合体が，不当な影響
力を得ようとする事に対して，警戒しなければならない」。そして「不当な権
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力が破滅を招くものとして台頭してくる可能性は現に存在しているし，今後も
存在しつづけるであろう」。アイゼンハワー大統領が危惧したとおり，軍産複
合体は不当な影響力を増大し，不当な権力を拡大しています。
9.11 同時多発テロは，対テロ作戦として莫大な予算を確保できたという点
で，軍産複合体にとっては絶好の機会となりました。軍産複合体は，対テロ作
戦以外でも，世界のどこかで戦争や紛争が起きることを待ち望んでいます。そ
の存在を維持するため，極東での危機を，特に軍事大国となった中国の脅威を，
機会がある度にことさらに強調しています。日本は，その脅しに乗ることなく，
アメリカと中国と等距離外交を進めることで，アメリカに対する発言権を強め
ることができるのではないでしょうか。アメリカは師弟関係にあると機嫌がい
いですが，対等の関係になると落ち着かなくなるという悪い癖があります。日
本は，何を言われてもイエスと言うばかりでは，衛星国呼ばわりされても仕方
ありません。アメリカの圧力に対して，思い切ってノーと言い，相手の耳が痛
いことも言って，初めて対等の関係となるのではないでしょうか。親離れする
ことで子供が独り立ちするように，日本はアメリカ離れすることにより，真の
独立国として認められるようになるものと信じています。ご静聴ありがとうご
ざいました。
